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「令和７年度 販路拡大に向けた商品改良アドバイザー派遣」支援対象企業 募集要項 

１ 概 要 

⑴  目 的 

本事業では、加工食品・雑貨などの特産品（※１）を生産する中小企業者（以下、「特産品事業

者」という。）のうち、広島広域都市圏（※２）内における販路拡大を目指し、商品改良に取り組

む広島広域都市圏内の特産品事業者に対して、商品改良の実施を支援し、地域バイヤー（※３）

を交えたフォローアップを一貫して行うことにより、効果的な商品改良及び販路拡大を図るこ

とを目的とします。 

ついては、本事業に取り組む意欲のある企業を募集します。 

（※１）特産品 

    主に広島広域都市圏内で製造される加工食品・雑貨などの産品 

（※２）広島広域都市圏 

広島県：広島市、呉市、竹原市、三原市、三次市、大竹市、東広島市、廿日市市、 

安芸高田市、江田島市、府中町、海田町、熊野町、坂町、安芸太田町、  

北広島町、大崎上島町、世羅町 

山口県：岩国市、柳井市、周防大島町、和木町、上関町、田布施町、平生町 

島根県：浜田市、出雲市、益田市、飯南町、川本町、美郷町、邑南町、吉賀町 

（※３）地域バイヤー 

広島広域都市圏で小売りを行う事業者のほか、広島広域都市圏の小売店への卸売を行う

事業者や、広島広域都市圏で行う小売への販路を有する者 

 

⑵   募集対象者 

対象者は、次のアからイに掲げる要件のいずれにも該当するもの（５社）とします。 

ア 広島広域都市圏に主たる事業所を有する加工食品・雑貨などを生産する中小企業者等 

イ 法人又はその役員が次の(ア )から(ウ )のいずれにも該当しないもの 

(ア ) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２ 

号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以 

下「暴力団員」という。） 

(イ ) 広島県暴力団排除条例（平成２２年広島県条例第３７号）第１９条第３項の規定による 

公表が現に行われている者 

(ウ ) 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 
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⑶   支援内容 

支援対象企業に対して、販路拡大や商品改良に係る専門知識を有する者（以下、「アドバイ 

ザー」という。）を派遣し、伴走型で指導・アドバイスを実施しながら、商品改良・販路拡大 

に係る基礎的なノウハウの習得、商品の現状分析、課題の整理、課題解決のための商品改良 

の実施を支援するとともに、地域バイヤーの意見を聞く場を設け、販路拡大の実現を支援し 

ます。 

具体的な支援内容等は、次のとおりです。 

ア 集合研修（事前研修） 

支援対象企業５社が共通して理解すべき、販路拡大や商品改良の基礎的なノウハウを習

得することを目的とした集合研修を１回実施します。 

イ 個別企業への支援 

アドバイザーは、支援対象企業への訪問やリモート（ウェブ会議、メール、電話等）によ

る進捗確認を実施しながら、次の①～③の取組へのアドバイスを行う個別支援を４回実施し

ます。 

①商品の現状把握、課題整理 

②商品改良のアイデアの立案 

③商品改良計画の策定、実行（試作品の作成など） 

ウ 地域バイヤーの意見を聞く場の設置とフォローアップ 

中間発表会として、個別企業への支援の成果（試作品等のほか、企業の商品改良の進捗

によっては、商品改良の方向性など）について、支援対象企業ごとに１回以上、商談につ

ながる可能性のある地域バイヤーの意見を聞く場（集合、個別、対面、オンラインなど）

を設け、バイヤーの意見を踏まえた上で、今後の販路拡大に向けたフォローアップとして、

更なる商品改良や販売戦略などに関するアドバイスを２回行います。 

 

⑷   支援の実施方法 

ア 市内の会場において、アドバイザーが販路拡大・商品改良の基礎的な内容に関する研修 

を行います。 

 ※受講者は、上記の研修のほか、商品企画に関するオンラインセミナーを受講すること 

ができます。 

イ アドバイザーを派遣し、個別に企業の商品改良を支援します。 

  ※オンライン（ZOOM）で実施する場合があります。 

ウ 市内の会場において、中間発表会として、地域バイヤーから意見を聞く場を設定します。 

  その後、バイヤーの意見を踏まえてアドバイザーがオンラインでの助言を２回行います。 

 

⑸  費用 

アドバイザーによる支援や地域バイヤーの意見を聞く場にかかる費用は無料です。 

ただし、助言等を受けて、商品改良を実行する経費や支援対象企業が研修会等へ出席する

旅費については自己負担となります（会場は広島市内の施設となります。）。 

 

⑹  報告会への参加 

支援対象企業全ての個別支援完了後、本事業の報告会を開催します。支援対象企業から本

事業での取組内容や成果を報告していただきますので、あらかじめご了承ください。なお、

報告会には、広島広域都市圏の自治体職員等の行政職員が同席することがあります。 
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２ 申込の手続き 

専用のグーグルフォームから申し込みください。 

※申し込みに当たっては、必ず事前説明会への参加（アーカイブ対応有り）をお願いします。 

 

●本事業の申し込み URL（申込期限：令和７年８月５日（火）正午） 

https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSelJhyay3WiIIznWOmgncgchP7es2qksjQwY

_cheQpzf8t7xQ/viewform 

 

  ●事前説明会申し込み URL（申込期限：令和７年７月２４日（木）正午） 

https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSffiOf7zAR8wvmGvHB_Msb9k1UgvjG26k0u

3UTxN0_B4DH0Q/viewform 

 

３ 参加企業の決定 

申込期間終了後、申込内容等を踏まえて、支援対象企業を決定します。 

応募者多数の場合は申込内容を基に選考を行い、支援対象企業を決定します。 

 なお、支援対象企業数が５社に満たない場合、受付期限後も随時募集を継続します。 

また、改良を希望する商品が本事業の委託先において助言及び指導できない場合は、支援をお

断りする場合があります。 

 

４ 秘密保持について 

  職員には、国が定める法令、地方公務員法第３４条（秘密を守る義務）が課せられていますの 

で、秘密保持契約締結の有無に係わらず、本業務について知り得た企業者様の機密情報を許可な 

く他社に提示・提供することはございません。 

  また、派遣するアドバイザーとの本業務の委託契約において、守秘義務を課しておりますので 

アドバイザーも本業務について知り得た企業者様の機密情報を許可なく他社に提示・提供するこ

とはございません。 

 

５ 問合せ先 

  広島市経済観光局産業振興部地域産業振興課 

  電話：０８２－５０４－２２３８ ＦＡＸ：０８２－５０４－２２５９ 

E-mail：chiikisangyo@city.hiroshima.lg.jp  

https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSelJhyay3WiIIznWOmgncgchP7es2qksjQwY_cheQpzf8t7xQ/viewform
https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSelJhyay3WiIIznWOmgncgchP7es2qksjQwY_cheQpzf8t7xQ/viewform
https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSffiOf7zAR8wvmGvHB_Msb9k1UgvjG26k0u3UTxN0_B4DH0Q/viewform
https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSffiOf7zAR8wvmGvHB_Msb9k1UgvjG26k0u3UTxN0_B4DH0Q/viewform

